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201９年３月 

【相談者：製造業Ａ社 代表取締役Ｉ氏】 

当社における人事上の課題は、「人手不足」です。最近は、予定通りに採用が進ま

ず、悩んでいるところです。そこで、工場で勤務する契約社員の活躍推進と定年年

齢の見直しを検討したいと考えています。また、今後は女性社員を積極的に採用す

る等、男女を問わず「仕事と家庭の両立」が可能な職場づくりを推進したいとも考

えています。 

これら当社の「働き方改革」を推進していくために、国の助成制度で活用できる

ものがあれば利用したいと考えています。当社で活用できるものはあるでしょうか。 

契約社員等のいわゆる非正規労働者の処遇改善、定年年齢の見直しおよび仕事と

家庭の両立支援など、政府が推進している「働き方改革」に率先して取り組むため

の助成制度は複数存在します。御社が「働き方改革」を推進するきっかけとして、

助成制度を活用できるのであれば大いに活用すべきです。 

ただし、助成を受けるにはいくつかの支給要件を満たしたうえで、事前に計画書

を提出し、それに沿って就業規則等を変更することなどが必要となり、申請手続き

は複雑になっています。また、助成の対象となる制度の導入は、一時的に制度を変

更すればよいわけではなく、永続的な制度運営が求められます。人事制度全体を大

きく変更することもあるので、社会保険労務士に相談することをお勧めします。 
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１ 契約社員やパートの処遇改善を行う場合に活用できる助成金 

契約期間の定めのある社員やパートなど、いわゆる非正規労働者の企業内でのキャ

リアアップ等を促進するために、処遇改善の取組みを実施する際などに活用できる助

成金として、「キャリアアップ助成金」があります。御社においては、非正規労働者の

処遇改善を検討しているようですので、キャリアアップ助成金のうち、①正社員化コ

ース、②賃金規定等改定コースの活用をご検討ください。 

（１）正社員化コース 

有期契約社員等を正社員等に転換する場合に助成されます。助成額は以下のとお

りです。ただし、正社員等に転換する場合に賃金額を 5％以上上昇させるなどの要

件があります。                  

 （１人あたり） 

 中小企業 大企業 

有期契約社員⇒正社員 57 万円 42.75万円 

有期契約社員⇒無期契約社員 28.5 万円 21.375万円 

無期契約社員⇒正社員 28.5 万円 21.375万円 

 

（２）賃金規定等改定コース 

すべてまたは一部の有期契約社員等を対象とする賃金規定において、基本給を増

額改定した場合に助成されます。 

①全ての賃金規定を 2％以上増額改定       （１事業所あたり） 

対象労働者数 中小企業 大企業 

1 人～3人 9.5 万円 7.125万円 

4 人～6人 19 万円 14.25万円 

7 人～10人 28.5 万円 19万円 

11人～100人（1人あたり） 2.85万円 1.9万円 

②雇用形態別、職種別等の賃金規定を２％以上増額改定（１事業所あたり） 

対象労働者数 中小企業 大企業 

1 人～3人 9.5 万円 7.125万円 

4 人～6人 19 万円 14.25万円 

7 人～10人 28.5 万円 19万円 

11人～100人（1人あたり） 2.85万円 1.9万円 

 

２ 定年年齢を引き上げる場合に活用できる助成金 

定年年齢を 65 歳以上に引き上げる、または 66 歳以上の希望者全員を対象とする

継続雇用制度を導入した場合に活用できる助成金として、「65 歳超雇用推進助成金」

があります。 
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①65歳以上への定年引き上げ                （１事業主あたり） 

60歳以上 

被保険者数 

65歳まで引き上げ 66歳以上に引き上げ 定年の定

めの廃止 （5歳未満） （5歳） （5歳未満） （5歳以上） 

1～2人 10万円 15万円 15万円 20万円 20万円 

3～9人 25万円 100万円 30万円 120 万円 120万円 

10人以上 30万円 150万円 35万円 160 万円 160万円 

                           （  ）は年齢の引上げ幅 

②希望者全員を対象とする 66歳以上の継続雇用制度の導入 （１事業主あたり） 

60歳以上 

被保険者数 

66～69歳まで引き上げ 70歳以上に引き上げ 

（4歳未満） （4歳） （5歳未満） （5歳以上） 

1～2人 5 万円 10万円 10万円 15万円 

3～9人 15万円 60万円 20万円 80万円 

10人以上 20万円 80万円 25万円 100 万円 

                     （  ）は年齢の引上げ幅 

 

３ 仕事と家庭の両立支援を行う場合に活用できる助成金 

   社員の仕事と家庭の両立を目指す企業が活用できる助成金として、「両立支援等助成

金」があります。対象となる取組みは、①男性の育児休暇取得を促進する「出生時両

立支援コース」、②仕事と介護の両立支援「介護離職防止支援コース」、③仕事と育児

の両立支援「育児休業等支援コース」、④育児、介護等による離職者の再雇用「再雇用

者評価処遇コース」、⑤女性の活躍推進を目的とする「女性活躍加速化コース」があり

ます。ここでは 3 つのコースの助成額等についてご説明します。 

（１）出生時両立支援コース 

男性社員の育児休業や育児目的休暇を取得しやすい職場づくりに取り組むことに

よって、実際に休業・休暇を取得させた事業主に以下の金額を助成します。 

                            （１事業主あたり） 

 中小企業 大企業 

1 人目の育児休業取得 57 万円 28.5 万円 

2 人目以降の 

育児休業取得 

休業５日以上：14.25 万円 

休業 14 日以上：23.75 万円 

休業 1 か月以上：33.25 万円 

休業 14 日以上：14.25 万円 

休業 1 か月以上：23.75 万円 

休業 2 か月以上：33.25 万円 

育児目的休暇の導入・利用 28.5 万円 14.25 万円 

主な助成要件は以下のとおりです。 

○育児休業取得について 

①男性が育児休業を取得しやすい職場づくりのため以下のような取組みを行うこと 

 例１）子どもが生まれた男性に対して、管理職による育児休業取得の勧奨を行う 

  例２）管理職に対して、男性の育児休業取得についての研修を実施する 

②男性が子の出生後 8週間以内に開始する連続 14日以上（中小企業は連続 5日以
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上）の育児休業を取得すること 

○育児目的休暇の導入 

 ①子の出生時に育児や配偶者の出産支援のために取得できる休暇制度を導入するこ      

  と 

  ②男性が育児目的休暇を取得しやすい職場づくりのため、上述した育児休業取得の

の取組み例に準じた取組みを行うこと 

③新たに導入する育児目的休暇制度を、男性が子の出生前 6週間または出生後 8週

間以内に合計して 8日（中小企業は 5日）以上取得すること 

（２）介護離職防止支援コース 

仕事と介護を両立するための職場環境整備の取組みを行い「介護支援プラン」を

作成したうえで、介護休業の取得・職場復帰、または介護のための勤務制限制度（介

護制度）の利用を円滑にするための取組みを行った事業主に、以下の金額を助成しま

す。 

                 （１人あたり） 

 中小企業 大企業 

介護休業 57万円 38万円 

介護制度 28.5万円 19万円 

主な助成要件は、以下のとおりです。 

○介護休業 

①仕事と介護の両立に関する社内アンケートの実施等、「職場環境整備の取組み」を

実施すること 

②介護に直面した労働者との面談を実施し、介護の状況や今後の働き方についての 

希望等を確認のうえ、「介護支援プラン」を作成・導入すること 

③導入した「介護支援プラン」により介護休業の取得等を支援する旨を就業規則で

明文化・周知すること 

④「介護支援プラン」に沿って業務の引継ぎを実施し、対象労働者に連続 2 週間以

上（分割利用時は合計 14日以上）の介護休業を取得させること 

⑤介護休業からの復職後 1 か月以内に今後の働き方等についてのフォロー面談を実

施すること 

○介護制度（勤務制限制度） 

介護休業における①～③の取組みを実施したうえで、以下の取組みを行うこと 

・「介護支援プラン」に沿って業務体制の検討を行い、対象労働者にいずれかの「勤

務制限制度」（所定外労働の制限制度、時差出勤制度、深夜業の制限制度、短時間

勤務制度）を連続 6週間以上（分割利用時は合計42日以上）利用させること 

・連続 6 週間または 42 日の制度利用後、対象労働者に対して今後の働き方等につ

いてのフォロー面談を実施すること
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（３）女性活躍加速化コース 

自社の女性の活躍に関する「数値目標」（例：女性が少ない職種の採用人数を○人

以上増加させ、かつ女性の採用割合も○％以上引き上げる）、数値目標の達成に向け

た「取組目標」（例：女性の少ない職種への女性の配置転換を可能とする研修の実施・

管理職を目指す女性社員を対象としたセミナーの実施）を盛り込んだ「行動計画」を

策定して、目標を達成した事業主に助成します。助成額は以下のとおりです。 

                           （１事業主あたり） 

 中小企業 大企業 

 加速化Ａコース（取組目標達成時） 28.5万円 － 

 加速化Ｎコース（数値目標達成時） 28.5万円 － 

 女性管理職比率が基準値以上に上昇した場合 47.5万円 28.5万円 

 

４ まとめ 

ここまで御社に助成される可能性があるものの概略をいくつか挙げてみました。他

にも今話題のテレワークやインターバル制度導入に対する助成金もありますが、今の

段階では、受付が締め切られている状態となっています。実際に助成金を活用する際

には、厚生労働省のＨＰなどで各助成制度の詳細をご確認ください。 

助成を受けるにはいくつかの支給要件を満たしたうえで、事前に計画書を提出し、

それに沿って就業規則等を変更することなどが必要となり、申請手続きは複雑になっ

ています。また、助成の対象となる制度の導入は、一時的に制度を変更すればよいわ

けではなく、永続的な制度運営が求められます。人事制度全体を大きく変更すること

もあるので、社会保険労務士に相談することをお勧めします。 

なお、社会保険労務士でない者の助成金支援サービスによって、事業主の方が不正

受給等の法律違反を問われたり、詐欺被害に遭遇してしまうケースが発生しているの

でご注意ください。 
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Ｂｅ Ambitious 社会保険労務士法人 代表社員 飯野正明  
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士法人代表として、８名の職員とともに中小企業の労務管理を支援している。これまで、

社長とその母親の 2 名の印刷業から、１万名超規模の不動産業、その業種は、オフィス

製品の製造販売、建設業、警備業、小売業、金融業、飲食業、ＩＴ関連企業や外資系企業

など多種多様な企業の労務管理に携わる (関与先企業数 600社以上) 。 

ホームページ： http://www.sr-iino.com/ 
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